
東広島市長　藏田　義雄

１　入札に付する事項

　(1)　物品・委託役務の名称

　(2)　物品・委託役務管理番号

　(3)　物品・委託役務内容

　(4)　納入・履行期間

　(5)　納入・履行(就業)場所

　(6)　予定価格

　(7)　最低制限価格 なし

　(8)　入札方式 一般競争入札

  (9)　入札区分 紙入札

 (10)　契約種別 単価契約

２　競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項

　次に掲げる要件を全て満たしていること。

イ

ウ

エ

オ

カ

３　その他の入札条件

　(1)　契約の種類：単価契約とする。

(1)

　(1)　契約の種類：単価契約とする。
(2)

　(1)　契約の種類：単価契約とする。

(3)

　(1)　契約の種類：単価契約とする。

(4)

 入札公告
　次のとおり、条件付一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定により公
告する。

　この入札公告に定めるもののほか、入札に関して必要な事項は、東広島市物品調達等及び委託役務条件付一般競争入札公告共通事
項による。

平成２８年２月１０日

東広島市休日診療所医療受付事務派遣業務（労働者派遣）

13-27-0042

東広島市が運営する休日診療所における患者受付、保険証確認等の受付事務

平成２８年４月３日から２９年３月３１日まで

東広島市休日診療所

非公表

ア 平成25年4月1日～平成28年12月
31日までの東広島市物品調達等
及び委託役務に係る競争入札参
加資格として次の入札参加資格
認定区分の認定を受けている者

　労働者派遣＞受付・案内

法令等による登録等 　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88号）（以下
「派遣法」という。）第5条の規定による労働者派遣事業の許可を受けている者又は平成27年9月30日に施行
された派遣法の一部を改正する法律による改正前の派遣法第16条の規定により、平成27年9月30日時点で特定
労働者派遣事業の届出をしていた者。

技術者 　問わないものとする。

営業所等所在地
　※本店とは、法人にあっては登記
されている本店とし、個人事業者に
あっては営業活動の本拠を置いてい
る場所とする。
　※営業所とは、法人においてその
所在する市（町）の法人市（町）民
税の申告のある営業所とする。

　広島県内に本店又は営業所を有する者

会社の履行実績 　平成22年度以降において、医療法（昭和23年法律205号）第１条の５の規定による病院又は診療所（公営・
民営を問わない。）の受付業務（患者受付、保険証確認等）を業務内容とする労働者派遣業務の履行実績が
あること。

その他 　平成２６年４月１日付け「東広島市物品調達等及び委託役務条件付一般競争入札公告共通事項」の２（1）
のいずれにも該当しないこと。

契約単価は、消費税等に係る課税事業者にあっては、入札書記載金額を仕様書中の派遣単価の額（以下、「派遣単価」という。）とし、仕様
書に記載した就業区分に応じて単価計算した１人日実働時間１時間当たりの単価を各就業区分の単価とする。

入札書に記載する金額は、消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額（本業務における派遣労働者１人日実働時間１時間（午後10時以降を除く就業時間内）当たりの金額）の108分の100に相
当する整数の額とする。

ア　派遣単価に1497を乗じて計算した額
イ　派遣単価に100分の135を乗じて計算した額（当該額に円単位未満の端数を生じたときは、その端数を四捨五入した額）に46を乗じて計算した額

契約書に記載する発注限度額は、消費税等に係る課税事業者にあっては、次のア及びイの額を合計して計算した額に、当該額の100分の8に相
当する額（当該額に円単位未満の端数を生じたときは、その端数を切り捨てた額）を加算した額とし、消費税等に係る免税事業者にあって
は、次のア及びイの額を合計して計算した額とする。

契約単価は、消費税等に係る免税事業者にあっては、入札書記載金額に当該額の100分の8を加算して計算した額（当該額に円単位未満の端数
があるときは、その端数を切り捨てた額。）を派遣単価とし、仕様書に記載した就業区分に応じて単価計算した１人日実働時間１時間当たり
の単価を各就業区分の単価とする。

物品調達等及び委託役務 



　(1)　契約の種類：単価契約とする。
(5)

４　日程等

ア 公告日

　電話番号　　　　０８２－４２０－０９３０

　ファックス番号　０８２－４３１－００７７

イ

ウ

　質問書提出期間終了後の質問は受け付けない。

　質問書の様式は東広島市ホームページからダウンロードできる。

エ

オ 入札期間 入札場所

カ 開札日時 開札場所

　入札室（東広島市西条栄町８番２９号　本庁本館４階）

キ 事後審査

５　資格要件確認資料の提出

(1)　提出書類
ア

イ 誓約書

ウ

(2)　提出部数は、１部とする。
　　 なお、提出した資格要件確認資料は、返却しない。
(3)　提出期限
 　　別途指定する。平成２８年３月２日午後５時１５分
(4)　提出先

東広島市西条栄町８番２９号（本庁本館４階）
総務部契約課物品役務係

(5)　その他
入札参加者は、資格要件確認資料を指定された提出期限までに提出できるよう事前に準備しておくこと。
資格要件確認資料の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。

６　問い合わせ先（契約担当課）

　　東広島市　総務部　契約課　（東広島市西条栄町８番２９号　電話　082-420-0930）　総務部契約課　物品役務係

　東広島市西条栄町８番２９号（本庁本館４階）　

　電話番号　　　　０８２－４２０－０９３０

　ファックス番号　０８２－４３１－００７７

会社の履行実績
を確認するため
の資料

履行実績確認表及び発注者の履行実績証明書

ただし、東広島市の実績の場合、履行実績証明書は不要とする。
履行実績確認表及び履行実績証明書の様式は、東広島市ホームページからダウンロードできる。

誓約書の様式は、東広島市ホームページからダウンロードできる。

　落札候補者となった者は、資格要件確認資料を持参により提出しなければならない。
　　なお、資格要件確認資料に虚偽の記載をした者に対しては、指名除外措置を行うことがある。

入札参加資格確
認申請書

申請書の様式は、東広島市ホームページからダウンロードできる。

手 続 き 等 期 間 ・ 期 日 等 場 所 ・ 留 意 事 項

平成２８年２月１０日 　東広島市ホームページに掲載及び東広島市総務部契約課（契約担当課）で閲覧に供す
る。

　総務部 契約課 物品役務係（契約担当課）

　東広島市西条栄町８番２９号（本庁本館４階）

仕様書及び見本
等閲覧期間

平成２８年２月１０日～ 　東広島市ホームページに掲載及び契約担当課で閲覧に供する。

平成２８年３月　１日 　見本等の有無　：　無

質問書提出期間 平成２８年２月１０日～ 　質問書は、本市所定の様式（東広島市物品調達等及び委託役務競争入札心得（平成２１
年東広島市告示第８３号）別記様式第１号（第４条関係））により発注担当課へ持参また
はファックスすること。ファックスする場合は、その旨を発注担当課へ事前に電話連絡す
ること。

平成２８年２月１７日

（午前8時30分～午後5時15分）

　福祉部　健康増進課（発注担当課）

　東広島市西条栄町８番２９号（本庁本館２階）

　電話番号　　　　　０８２－４２０－０９３６

　ファックス番号　　０８２－４２２－２４１６

回答書閲覧期間 平成２８年２月２２日～ 　東広島市ホームページに掲載及び発注担当課で閲覧に供する。

平成２８年３月　１日

平成２８年２月２６日～

平成２８年２月２９日 　東広島市総務部契約課（契約担当課）

（午前8時30分～午後5時15分） 　東広島市西条栄町８番２９号（本庁本館４階）

　入札書は入札期間内に総務部契約課に持参して入札箱に投入すること。
　初度の入札書は、入札の権限を有している者が記名押印し、使用印鑑として本市に届け
出ている印鑑を押印すること。（ただし、入札書に記載した日付以前に作成された委任状
の同封・提出がある場合を除く。）

平成２８年３月１日

　午後２時００分

　開札の結果、予定価格の制限の範囲内の価格をもって有効な入札がないときは、直ちに
開札会場で再度の入札を２回を限度として行う。この場合、開札に立ち会わなかった者、
入札に参加しなかった者並びに無効の入札をした者は再度の入札に参加できない。
　なお、入札者が立会いできない場合は、委任状の提出により代理人での立会いができ
る。
　委任状の様式は、東広島市ホームページからダウンロードできる。

　開札後、落札を保留し、落札
候補者となったものについて入
札参加資格要件を審査する。

　入札に参加する者に必要な資格を確認するために必要な資料（以下「資格要件確認資
料」という。）の提出は求める。

使用する契約約款は、東広島市の労働者派遣契約約款（東広島市ホームページ掲載）とする。



東広島市休日診療所医療受付事務派遣業務（労働者派遣）仕様書 

 

 派遣元は派遣先に対し、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に

関する法律」（昭和６０年法律第８８号）（以下「労働者派遣法」という。）に基づき、次の

就業条件により労働者派遣業務を行うものとする。 

 

１ 派遣労働者の要件 

派遣元は次の要件を満たす労働者を派遣先に派遣すること。 

（１）原則として当該業務について相当の経験を有する者であること。なお、事例として、次の

いずれかの資格を有することが望ましい。 

・(財)日本医療保険事務協会の診療報酬請求事務能力認定試験合格者 

・(財)日本医療教育財団実施の医療事務技能審査試験合格者 

・技能認定振興協会の医療事務管理士 

＊その他各試験機関・団体が実施する資格試験のうち、当該業務の遂行に適当であると思

われる資格の取得者等も可とする。 

（２）診療所に設置している保険請求事務システムの操作が可能であること。 

（３）個人情報の保護に関する教育を受けている者。 

（４）１年間を継続して業務の履行ができること。 

 

２ 業務内容等 

（１）派遣業務名 

東広島市休日診療所医療受付事務業務（労働者派遣） 

（２）派遣労働者が就業する業務内容 

ア 患者受付 

イ 保険証確認 

ウ 患者登録 

エ カルテ上書き作成 

オ 診療データ入力 

カ 診察終了カルテの回収 

キ 料金収受・領収証の発行、金庫への収納 

ク 各種帳票出力 

※日本医師会・標準レセプトシステム「ＯＲＣＡ」の使用 

ケ 受付周辺の清掃等 

コ 事前研修 

業務遂行上、派遣先は、必要な知識習得について、業務従事期間の前に事前研修

を１回実施する。派遣元は、本派遣業務に従事を予定する全員を当該研修に派遣し



なければならない。研修終了後、緊急に未受講者を従事者とする必要が生じた場合

は、派遣先の了承を得た上で、派遣元の責任と費用負担により業務従事前に派遣業

務時間外において研修内容を伝達するものとする。 

なお、派遣先の費用負担による研修への参加は本業務に従事を予定する１０名以

内とし、その他派遣元が選任した関係者についても、派遣元の費用負担により当該

研修へ派遣することができる。 

（３）就業場所 

東広島市休日診療所 

東広島保健医療センター１階（東広島市西条町土与丸１１１３番地） 

（４）本業務における組織単位 

   東広島市 福祉部 健康増進課 課長 

（５）派遣期間 

   ア 事前研修会 

    契約締結後に協議により決定するものとする。 

   イ 業務従事期間 

平成２８年４月３日から平成２９年３月３１日まで 

（６）就業日及び休日 

就業日 日曜日並びに国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号） 

に規定する休日及び年末年始（１２月３０日から１月３日まで）の日 

休日 月曜日から土曜日までの就業日を除く日 

（７）就業時間及び休憩時間 

就業時間 業務Ａ 午前８時３０分から午後４時３０分まで 

業務Ｂ 午後４時３０分から午後８時３０分まで 

業務Ｃ 午後４時３０分から午後１０時３０分まで 

休憩時間 業務Ａ 就業時間内に１時間の休憩時間を設定する。 

業務Ｂ 休憩時間を設けない 

業務Ｃ 休憩時間を設けない 

※上記休憩時間に関わらず、実労働時間が６時間以上となる者は４５

分、８時間以上なるものは１時間の休憩時間を設定する。 

（例：業務Ｃにおいて時間外労働が発生し午後１１時３０分までの労

働となったときは、４５分の休憩とする。） 

（８）時間外労働 

   必要に応じて命ずることがある。 

（９）派遣人員 

各業務とも、１日当たり常時２人とする。 

ただし、年末年始（１２月３１日から翌年１月３日まで）の期間は、常時３人とす



るほか、その他の多忙期においても協議により３人体制とすることがある。 

（１０）実働時間の合計時間（上限） 

  就業区分 実働時間の合計時間 

業
務
Ａ 

就業時間内（8:30～16:30）の就業の場合 １，０４２時間 

就
業
時
間
外 

就
業
日 

１日の労働時間が７時間を超え

る場合（深夜を除く） 
１２１時間 

深夜（午後１０時から翌日の午前

５時まで）の場合 
０時間 

業
務
Ｂ 

就業時間内（16:30～20:30）の就業の場合 １２０時間 

就
業
時
間
外 

就
業
日 

１日の労働時間が４時間を超え

る場合（深夜を除く） 
５８時間 

深夜（午後１０時から翌日の午前

５時まで）の場合 
１６時間 

業
務
Ｃ 

 

就業時間内（16:30～22:30）の就業の場合 １８２時間 

就
業
時
間
外 

就
業
日 

１日の労働時間が６時間を超え

る場合（深夜を除く） 
０時間 

深夜（午後１０時から翌日の午前

５時まで）の場合 
４時間 

※月ごと等の内訳は別紙１「派遣業務日程表」のとおりとする。 

 

（１１）派遣料 

ア 消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）に係る課税事業者 

派遣委託料は、月単位で支払うものとする。派遣委託料は、それぞれの派遣労働者

について、次に掲げる派遣単価ごとに月単位で集計した実働時間の合計時間にそれぞ

れの就業区分に定める派遣労働者１人日実働時間１時間当たりの単価を乗じて計算し

た額の合計金額を計算し、最後に各派遣労働者分の合計金額を合計して計算した額に

消費税等の額を加算した額（当該額に円単位未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てて計算した額。）とする。このとき、派遣単価ごとの派遣労働者１人当たりの合

計派遣料に円単位未満の端数が生じた場合は、その時点で端数を四捨五入するものと

する。なお、派遣委託料には、通勤手当、労働保険及び社会保険料、諸経費を含むも

のとする。 

 

イ 消費税等に係る免税事業者 

派遣委託料は、月単位で支払うものとする。派遣委託料は、それぞれの派遣労働者

について、次に掲げる派遣単価ごとに月単位で集計した実働時間の合計時間にそれぞ

れの就業区分に定める派遣労働者１人日実働時間１時間当たりの単価を乗じて計算し



た額の合計金額を計算し、最後に各派遣労働者分の合計金額を合計して計算した額と

する。 

このとき、派遣単価ごとの派遣労働者１人当たりの合計派遣料に円単位未満の端数

が生じた場合は、その時点で端数を四捨五入するものとする。 

なお、派遣委託料には、通勤手当、労働保険及び社会保険料、諸経費を含むものと

する。 

 

  就業区分 派遣労働者１人日実働時間１時間 

当たりの単価 

業
務
Ａ 

就業時間内の就業の場合 派遣単価の額 

就
業
時
間
外 

就
業
日 

１日の労働時間が７時間を

超える場合（深夜を除く） 
派遣単価の額 

深夜（午後１０時から翌日の

午前５時まで）の場合 

派遣単価に１００分の１３５を乗

じて計算した額 

業
務
Ｂ 

就業時間内の就業の場合 派遣単価の額 

就
業
時
間
外 

就
業
日 

１日の労働時間が４時間を

超える場合（深夜を除く） 
派遣単価の額 

深夜（午後１０時から翌日の

午前５時まで）の場合 

派遣単価に１００分の１３５を乗

じて計算した額 

業
務
Ｃ 

就業時間内の就業の場合 

（22:00～22:30 を除く） 
派遣単価の額 

就
業
時
間
外 

就
業
日 

１日の労働時間が６時間を

超える場合（深夜を除く） 
派遣単価の額 

深夜（午後１０時から翌日の

午前５時まで）の場合 

(就業時間内における 22:00～

22:30 の時間を含む。) 

派遣単価に１００分の１３５を乗

じて計算した額 

※ 就業時間外における派遣労働者１人日実働時間１時間当たりの単価に１円未満の

端数を生じたときは、１円未満を四捨五入して計算するものとする。 

※ 派遣労働者１人当たりの１か月間における就業時間の計算は派遣単価ごと（派遣

単価の額又は派遣単価に１００分の１３５を乗じて計算した額）に計算するものと

し、それぞれの合計時間に１時間未満の端数がある場合には、３０分以上のときは

１時間とし、３０分未満のときは切り捨てるものとする。 

※ 業務Ａ、業務Ｂ及び業務Ｃにおける各就業時間内（業務Ｃにおける 22:00～22:30

の時間を除く。）の派遣単価の額は同額とする。 

 

 



３ 許可番号の確認 

派遣元は、契約締結前に、労働者派遣事業の許可の写しを派遣先に提出しなければな

らない。 

ただし、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等

の一部を改正する法律（以下「改正労働者派遣法」という。）の施行に伴う経過措置によ

り、改正前の労働者派遣法における特定労働者派遣事業の届出により改正後の労働者派

遣法における労働者派遣事業を引き続き営む者にあっては、当該届出の写しを派遣先に

提出しなければならない。 

 

４ 派遣先責任者等の選任通知 

派遣先は契約締結前に、速やかに「派遣先責任者」、「派遣労働者を直接指揮命令する

者」、「この契約に係る事務処理等を担当する業務担当職員及び派遣労働者からの苦情の

申出を受ける者（以下「派遣先責任者等」という。）」を選任し、派遣先責任者等選任（変

更）書（様式第１号）により派遣元に通知するとともに、これを仕様書に加えて契約を

締結するものとする。 

また、派遣先責任者等に変更が生じた場合は、変更後の派遣先責任者等を派遣先責任

者等選任（変更）書により派遣元に通知するものとする。 

 

５ 派遣元責任者等の選任通知 

派遣元は契約締結前に、速やかに「派遣元責任者」、「業務処理責任者」、「苦情の申し

出を受ける者」（以下「派遣元責任者等」という。）」を選任し、派遣元責任者等選任（変

更）書（様式第２号）により派遣先に通知するとともに、これを仕様書に加えて契約を

締結するものとする。 

また、派遣元責任者等に変更が生じた場合は、変更後の派遣元責任者等を派遣元責任

者等選任（変更）書により派遣先に通知するものとする。 

 

６ 派遣労働者の派遣通知 

  派遣元は派遣先に派遣労働者を派遣するときには、派遣先への通知書（様式第３号）

により、派遣先に対し、派遣労働者の氏名及び性別、派遣労働者に係る雇用保険、社会

保険及び厚生年金保険の被保険者資格取得届の提出の有無等の通知をするものとする。 

  なお、派遣元は雇用保険、社会保険又は厚生年金保険の被保険者資格取得届の提出が

「無」の場合（当該保険の適用基準を満たしていないものを除く。）にあっては、その具

体的な理由を明記するとともに、手続完了後、その旨を甲に通知するものとする。 

 

７ 派遣先管理台帳の作成等 

  派遣先は、派遣労働者の就業状況、苦情処理に関する事項等を的確に把握するため、



派遣先管理台帳（様式第４号）を作成するものとする。 

 

８ 派遣元管理台帳の作成等 

  派遣元は、派遣労働者の就業状況、苦情処理に関する事項等を的確に把握するため、

派遣元管理台帳（様式第５号）を作成するものとする。 

 

９ 就業条件明示書の作成等 

  派遣元は、派遣労働者に対し、就業条件を明示した就業条件明示書（様式第６号）を

作成し当該派遣労働者に交付するものとする。 

 

１０ 就業状況の確認 

  派遣労働者ごとの１か月間の就業状況について、派遣先は派遣労働者就業状況表（様

式第７号）により、派遣元に通知するものとする。 

 

１１ 派遣労働者からの苦情の処理 

派遣先における派遣労働者からの苦情の申出を受ける者が苦情の申出を受けたときは、

直ちに派遣先責任者へ連絡することとし、当該派遣先責任者が中心となって、誠意をも

って、遅滞なく、当該苦情の適切かつ迅速な処理を図ることとし、その結果について必

ず派遣労働者に通知することとする。 

派遣元における派遣労働者からの苦情の申出を受ける者が苦情の申出を受けたときは、

直ちに派遣元責任者へ連絡することとし、当該派遣元責任者が中心となって、誠意をも

って、遅滞なく、当該苦情の適切かつ迅速な処理を図ることとし、その結果について必

ず派遣労働者に通知することとする。 

派遣先及び派遣元は、自らでその解決が容易であり、即時に処理した苦情の他は、相

互に遅滞なく通知するとともに、その結果について必ず派遣労働者に通知することとす

る。 

 

１２ 安全及び衛生 

（１）法令等の遵守 

   派遣先及び派遣元は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭

和４７年法律第５７号）等の規定を遵守し、派遣労働者の労働基準、安全衛生等の確

保に努めるものとする。 

（２）安全衛生教育に関する事項 

   派遣元は、派遣労働者を派遣する前に、雇入れ時安全衛生教育を実施するものとす

る。 

   派遣先は、派遣元が派遣労働者に対する雇入れ時安全衛生教育を適切に行えるよう、



派遣労働者が従事する業務に係る情報を派遣元に対し提供するなど、派遣労働者の安

全衛生に係る措置を実施するために必要な協力や配慮を行うこととする。 

また、派遣先は、派遣労働者を上記１の業務に従事させる前に、事前研修会等を通

じて就業場所の非常口の位置や防災用具の設置場所等について安全衛生教育を実施す

るものとする。 

（３）その他 

   派遣労働者が労働災害に被災した場合は、派遣先は遅滞なく派遣元責任者に連絡す

るとともに、労働者死傷病報告の写しを派遣元に送付するものとする。 

 

１３ 労働者派遣契約の解除に当って講ずる派遣労働者の雇用の安定を図るための措置 

（１）労働者派遣契約の解除の事前の申し入れ 

   派遣先は、専ら派遣先に起因する事由により、労働者派遣契約の派遣期間が満了す

る前の解除を行おうとする場合には、派遣元の合意を得ることはもとより、あらかじ

め相当の猶予期間をもって派遣元に解除の申入れを行うこととする。 

（２）就業機会の確保 

   派遣元及び派遣先は、労働者派遣契約の派遣期間が満了する前に派遣労働者の責に

帰すべき事由によらない労働者派遣契約の解除を行った場合には、就業をあっせんす

る等により、当該労働者派遣契約に係る派遣労働者の新たな就業機会の確保を図るこ

ととする。 

（３）損害賠償等に係る適切な措置 

   派遣先は、派遣先の責めに帰すべき事由により労働者派遣契約の派遣期間が満了す

る前に労働者派遣契約の解除を行おうとする場合には、派遣労働者の新たな就業機会

の確保を図ることとし、これができないときには、当該労働者派遣契約の解除に伴い

派遣元が当該労働者派遣に係る派遣労働者を休業させること等を余儀なくされたこと

により生じた損害の賠償を行わなければならないこととする。 

   その他、派遣先は派遣元と十分に協議した上で適切な善後処理方策を講ずることと

する。 

   また、派遣元及び派遣先の双方の責に帰すべき事由がある場合には、派遣元及び派

遣先のそれぞれの責に帰すべき部分の割合についても十分に考慮することとする。 

   なお、損害賠償の額については、次表により派遣先と派遣元が協議のうえ、損害賠

償の内容に応じて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１３項

の規定による議会の議決を経て定めることとする。 

種 別 損害賠償の額の算定方法 

派遣元が当該派遣労働

者を休業させる場合 

休業手当に相当する額をもとに協議する。 

派遣元がやむを得ない 派遣先による解除の申入れが相当の猶予期間をもっ



事由により当該派遣労

働者を解雇する場合 

て行われなかったことにより派遣元が解雇の予告をし

ないときは３０日分、当該予告をした日から解雇の日ま

での期間が３０日に満たないときは当該解雇の日の３

０日前の日から当該予告の日までの日数分の賃金に相

当する額をもとに協議する。 

（４）労働者派遣契約の解除の理由の明示 

   派遣先は、労働者派遣契約の派遣期間が満了する前に労働者派遣契約の解除を行お

うとする場合であって、派遣元から請求があったときは、労働者派遣契約の解除を行

う理由を派遣元に対し明らかにすることとする。 

 

１４ 派遣労働者の福祉の増進のための便宜の供与 

派遣先は、派遣労働者に対し、派遣先の職員が利用する休憩室について、利用するこ

とができるよう便宜供与することとする。 

なお、派遣先の職員専用のロッカーはないため、それらの便宜の供与はない。 

 

１５ 個人情報の保護 

派遣元は、派遣労働者を派遣する前に、個人情報の保護に関する教育を実施するもの

とする。 

派遣先は、派遣労働者を上記２の業務に従事させる前に、東広島市個人情報保護条例

（平成１３年東広島市条例第６号）等により個人情報の保護に関する教育を実施するも

のとする。 

 

１６ 派遣労働者の交替等 

派遣先は、派遣労働者が派遣業務の従事に当たり、遵守すべき派遣先の業務処理方法

等に従わない場合又は業務処理の能率が著しく低いと認められる場合は、その理由を付

した書面により、派遣元に派遣労働者の交替を要請することができる。派遣元は、派遣

先から派遣労働者の交替の要請があったときは、速やかに、当該派遣労働者への指導、

改善、派遣労働者の交替等、必要な措置を講じ、その結果を派遣先に通知しなければな

らない。 

また、派遣元は、派遣労働者が疾病その他やむを得ない理由により派遣業務に従事で

きない場合には、直ちにその旨を派遣先に通知し、派遣先の承諾を得て、派遣労働者の

交替、又は代替員の派遣（派遣先が代替員の派遣を求めない場合を除く。）の措置を講ず

るものとする。 

 

１７ 派遣受入期間制限抵触日（事業所単位）の通知 

派遣先は、派遣受入期間制限抵触日通知書（様式第８号）により、速やかに派遣受け



入れ期間制限に抵触する最初の日を通知するものとする。 

  また、派遣受入期間制限抵触日を変更する場合も同様とする。 

 

１８ 派遣先が派遣労働者を雇用する場合の紛争防止措置 

本派遣契約は派遣期間が１年未満のため、雇用安定措置による派遣元の求めに応じた

派遣労働者の雇用は予定しない。 

 

１９ 派遣労働者を無期雇用労働者又は６０歳以上の者に限定するか否かの別 

限定しない。 

 

２０ 支払区分 

本契約における派遣料の支払いは、月単位とする。 

 

２１ その他 

   組織改編により、平成 28 年 4 月１日から福祉部は健康福祉部に名称を変更します。 



別紙１　派遣業務日程表

5 8 4 6 5 6 6 6 6 5 5 5 67

4 4

1 1

1 5 8 4 6 5 6 6 6 6 5 5 5 4 72

4 4 1 4 13

1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 13 100分の100 100分の135

20 70 112 56 84 70 84 84 84 84 70 70 70 84 1,042 1,042

32 32 8 48 120 120

（16:30～22:00）　6h 12 24 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 156 156

（22:00～22:30）　1h 2 4 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 26 26

10 16 5 12 12 24 10 10 10 12 121 121

16 16 2 24 58 58

8 8 16 16

2 2 4 4

合計（時間数） 20 94 156 70 98 84 103 110 110 124 152 150 104 168 1,543 1,497 46

11月 12月体制等の別
事前
研修

4月 5月 6月業務の区分等 7月 8月 9月 10月 1月 2月 3月
12月31日
～1月3日 合計

業務Ｃ（16:30～22:30）

時
間
数

就業
時間内

就業
時間外

業務Ｃ（6時間超深夜）

日
数

体制別

業務別

※「業務Ｃ」における１日の就業時間数はそれぞれ6時間、1時間に切り上げているが、実際の委託料（派遣料）の支払いにあっては、派遣単価の区分別に派遣労働者１名ずつの１か月分の労
働時間を合計したときに生じる端数について、３０分以上は１時間とし３０分未満は切り捨てるものとする。

派遣単価区分
（時間）

単位

日

時間

業務Ｂ（16:30～20:30）

業務Ａ（8:30～16:30）

１０人体制で実施する日数
（事前研修）

３人体制で実施する日数

２人体制で実施する日数

業務Ｃ
（※）

業務Ｂ（4時間超深夜）

業務Ｂ（4時間超）

業務Ａ（7時間超）

業務Ｂ（16:30～20:30）　4h

業務Ａ（8:30～16:30）　7h
※事前研修は2h



様式第１号 

派遣先責任者等選任（変更）書 

 

 

 

派遣先責任者 所  属 

職・氏名 

電話番号 

派遣労働者を 

直接指揮命令する者 

所  属 

職・氏名 

電話番号 

業務担当職員 所  属 

職・氏名 

電話番号 

苦情の申出を受ける者 所  属 

職・氏名 

電話番号 

 



様式第２号 

派遣元責任者等選任（変更）書 

 

 

 

派遣元責任者 

 

所  属 

職・氏名 

電話番号 

業務処理責任者 

 

所  属 

職・氏名 

電話番号 

苦情の申出を受ける者 

 

所  属 

職・氏名 

電話番号 

 



様式第３号 

派遣先への通知書 

 

平成  年  月  日 

 

  東広島市長  様 

 

派遣元  住所 

     名称 

     代表者                ㊞ 

 

 平成  年  月  日付けで契約した労働者派遣契約に基づき、次の者を派遣します。 

 

派遣労働者氏名  

性別  

年齢 □ １８歳未満（○○歳）（１８歳未満の場合は年齢を記載すること。） 

□ ４５歳以上６０歳未満 

□ ６０歳以上 

雇用保険 有 

健康保険 有 

無しの場合はその理由を記載 

（現在、被保険者資格の取得届の必要書類の準備中であり、今月

の○日には届出予定である。） 

（手続きが完了したら再度完了した旨、通知すること。） 

厚生年金保険 有 

無しの場合はその理由を記載 

（現在、被保険者資格の取得届の必要書類の準備中であり、今月

の○日には届出予定である。） 

（手続きが完了したら再度完了した旨、通知すること。） 

派遣労働者の 

雇用期間 
□無期雇用 □有期雇用（○か月契約） 

 



様式第４号 

派遣先管理台帳 

派遣労働者の氏名  

派遣元 名 称  

所在地  

派遣先 部署  

所在地  

就業場所  

組織単位 ○○部○○課 ○○課長 

業務内容 

 

 

 

派遣元責任者  

 

派遣先責任者  

 

派遣期間及び 

就業日 

平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日まで 

土、日、祝、平成○○年○○月～平成○○年○○月、を除く毎日 

就業時間及び 

休憩時間 

○○時から○○時まで 

休憩○○時から○○時までの間○○分 

就業状況 

 

 

 

苦情の処理 

 

 

 

雇用保険 有 

健康保険 有 

無（現在、被保険者資格の取得届の必要書類の準備中であり、 

今月の○日には届出予定）○○月○○日手続き完了 

厚生年金保険 有 

無（現在、被保険者資格の取得届の必要書類の準備中であり、 

今月の○日には届出予定）○○月○○日手続き完了 

雇用期間 □有期雇用派遣労働者（○か月） □無期雇用派遣労働者 

期間制限のない労働

者派遣に関する事項 

□６０歳以上  □その他（   ） 

教育訓練の日時・内容 ○月○日（ ） 

派遣元の求めに応じ、○○等の基礎的教育訓練を実施した。 

 



様式第５号 

派遣元管理台帳 

派遣労働者の氏名  

雇用期間 □無期雇用 

□有期雇用 平成○年○月○日～平成○年○月○日 

派遣先 名 称 東広島市 

部署  

所在地  

就業場所  

組織単位 ○○部○○課 ○○課長 

業務内容 

 

 

派遣元責任者  

 

派遣先責任者  

 

派遣期間及び 

就業日 

平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日まで 

土、日、祝、平成○○年○○月～平成○○年○○月、を除く毎日 

就業時間及び 

休憩時間 

○○時から○○時まで 

休憩○○時から○○時までの間○○分 

就業状況 

 

 

苦情の処理  

期間制限のない労働

者派遣に関する事項 

□６０歳以上  □その他（     ） 

雇用保険 有 

健康保険 有 

無（現在、被保険者資格の取得届の必要書類の準備中であり、 

今月の○日には届出予定）○○月○○日手続き完了 

厚生年金保険 有 

無（現在、被保険者資格の取得届の必要書類の準備中であり、 

今月の○日には届出予定）○○月○○日手続き完了 

教育訓練 平成○年○月○日 

入職時に社内で使用するＰＣ等を利用して基礎的訓練の実施 

キャリアコンサルテ

ィング 

 

雇用安定措置 ①派遣先への直接雇用の依頼 

（依頼日時、方法、派遣先からの回答内容等） 

②他の派遣先の紹介 

③期間を定めない雇用の機会の確保 

④その他 



様式第６号 

就業条件明示書 

平成  年  月  日 

 

（派遣労働者氏名）  様 

派遣元  住所 

     名称 

     代表者                ㊞ 

 

次の条件により労働者派遣を行います。 

業務内容  

 

派遣先 名 称 東広島市 

部署  

所在地  

就業場所  

組織単位 ○○部○○課 ○○課長 

指揮命令者  

派遣期間及び 

就業日 

平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日まで 

土、日、祝、平成○○年○○月～平成○○年○○月、を除く毎日 

就業時間及び 

休憩時間 

○○時から○○時まで 

休憩○○時から○○時までの間○○分 

安全及び衛生 派遣元及び派遣先は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、

労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）等の規定を遵守し、

派遣労働者の労働基準、安全衛生等の確保に努める。 

また、派遣元は派遣労働者を派遣する前に雇入時安全衛生教育

を実施する。派遣先は派遣労働者を業務に従事させる前に、○○

○○○等について安全衛生教育を実施する。 

苦情の処理 (1)苦情の申し出を受ける者 

  派遣先 ○○部○○課長 ○○○○○ 

      電話番号 

  派遣元 △△部△△課長 △△△△△ 

      電話番号 

(2)苦情処理方法 

 派遣先における(1)記載の者が苦情の申し出を受けたときは、直ちに派遣

先責任者の▽▽▽▽▽へ連絡することとし、当該派遣先責任者が中心となっ

て誠意をもって遅滞なく、当該苦情の適切かつ迅速な処理を図ることとしそ

の結果について必ず派遣労働者に通知することとする。 

 派遣元における(1)記載の者が苦情の申し出を受けたときは、直ちに派遣

元責任者の◇◇◇◇◇へ連絡することとし、当該派遣元責任者が中心となっ

て誠意をもって遅滞なく、当該苦情の適切かつ迅速な処理を図ることとしそ

の結果について必ず派遣労働者に通知することとする。 

 派遣元事業主及び派遣先は、自らでその解決が容易であり、即時に処理し



た苦情の他は相互に遅滞なく通知するとともに、その結果について必ず派遣

労働者に通知することとする。 

労働者派遣契約の解

除に当って講ずる派

遣労働者の雇用の安

定を図るための措置 

 派遣元は、労働者派遣契約の派遣期間が満了する前に派遣労働者の責に

帰すべき事由以外の事由によって労働者派遣契約の解除が行われた場合に

は、当該労働者派遣契約に係る派遣先と連携して、就業のあっせんを受ける

こと、当該派遣元において他の派遣先を確保すること等により、当該労働者

派遣契約に係る派遣労働者の新たな就業機会の確保を図ることとする。 

 また、当該派遣元は、当該労働者派遣契約の解除に当たって、新たな就業

機会の確保ができない場合は、まず休業等を行い、当該派遣労働者の雇用の

維持を図るようにするとともに、休業手当の支払の労働基準法等に基づく責

任を果たすこととする。 

 さらに、やむを得ない事由によりこれができない場合において、当該派遣

労働者を解雇しようとするときであっても、労働契約法の規定を遵守するこ

とはもとより、少なくとも３０日前に予告することとし、３０日前に予告し

ないときは労働基準法第２０条第１項に基づく解雇予告手当を支払うこと、

休業させる場合には労働基準法第２６条に基づく休業手当を支払うこと等、

雇用主に係る労働基準法の責任を負うこととする。 

抵触日 平成○年○月○日 

（派遣先の事業所における期間制限に抵触する最初の日） 

平成○年○月○日 

（組織単位における期間制限に抵触する最初の日）※個人単位 

※期間制限のない労働者派遣に該当する場合はその旨を記載 

※派遣先の事業所における期間制限の抵触日は延長されることがあるが、組

織単位における期間制限の抵触日は延長されることはない。 

※なお、派遣先の事業所における派遣可能期間の延長について、当該手続を

適正に行っていない場合や派遣労働者個人単位の期間制限の抵触日を超え

て労働者派遣の役務の提供を受けた場合は、派遣先は労働契約申込みみなし

制度の対象となる。 

派遣元責任者  

派遣先責任者  

時間外労働及び 

休日労働 

 

 

便宜の供与 東広島市職員が利用する○○について利用することができる。 

なお、東広島市職員専用の駐車場及びロッカーはないため、そ

れらの便宜の供与はない。 

労働者派遣に関する

料金 

○○円 

（労働契約時に明示しており、変更がない場合は不要） 

派遣先が派遣労働者

を雇用する場合の紛

争防止措置 

本派遣契約は派遣期間が１年未満のため、雇用安定措置による

派遣元の求めに応じた派遣労働者の雇用は予定しない。 

派遣労働者を無期雇

用派遣労働者又は 60

歳以上の者に限定す

るか否かの別 

限定しない。※又は、「無期雇用派遣労働者に限定」「６０歳以

上の者に限定」等 

 



様式第７号 

派遣労働者就業状況表 

 

派遣労働者の氏名  

従事した業務の内容  

 

派遣就業した事業所 

名称  

所在地  

就業場所  

組織単位  

 

就業日 業務内容 就業時間 休憩時間 実働時間 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

  ： ～ ：  ： ～ ：  時間 分 

合 

計 

就業時間内の就業の場合 時間   

就業 

時間外 

就業 

日 

１日の実労働時間が８時間を超える（深夜を除く） 時間   

深夜（午後１０時から翌日の午前５時まで） 時間   

休日 深夜を除く 時間   

深夜（午後１０時から翌日の午前５時まで） 時間   

※ １月間における派遣労働者１人当たりの実働時間の合計時間に１時間未満の端数があ

る場合には、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○とする。 

苦情の申し出の有無及びその対応状況 



様式第８号 

派遣受入期間制限抵触日（変更）通知書 

 

平成  年  月  日 

 

           様 

 

東広島市長          ㊞ 

 

 この労働者派遣業務において派遣の受け入れを予定している事業所は派遣受入期間に制

限がありますので、次のとおり派遣受入期間制限に抵触する最初の日（又はその日の変更）

を通知します。 

 

□ 派遣受入期間制限抵触日通知 

□ 派遣受入期間制限抵触日変更通知 

 

派遣受入期間制限抵触日 

（変更の場合は変更後の日） 
平成  年  月  日 

派遣受入開始日 平成  年  月  日 

 

 


